
香川県　善通寺市 経営比較分析表（平成30年度決算） 分析欄

※1 行政区域内の需要家に小売されたことが客観的に明らかであるものを計上。なお、この基本情報をもって全ての地産地消エネルギーへの取り組みを評価するものではない。

１．経　営　の　状　況

２．経　営　の　リ　ス　ク

●施設全体 ●発電型式別

※ 平成26年度から平成30年度における各指標の全国平均値は、当時の団体数を基に算出していますが、設備利用率及び修繕費比率、企業債残高対料金収入比率、FIT収入割合については、平成30年度の団体数を基に平均値を算出しています。

２．経営のリスクについて

　太陽光発電は天候に発電量が左右されるが、平成30年度の年間発電量は
3,239MWh(前年度比1MWh減)と好天に恵まれ、太陽光発電モジュールの件年劣化と
して発電量の0.5%/年の減小を見込んでいるが、0.03％の減少にとどまった。
　しかし、平成30年5月20日には四国地方では太陽光などの新エネルギーによる発
電量が昼間の２時間程の間、電力需要を超え自然エネルギー100％になるなど、旧
ルールにより年間30日まで出力制御が実施される可能性が高くなってきている。
　また、全収入がFITによるものであり、適用期間終了後は、収入が大きく減少す
ることが予想されるが、本市では適用期間終了後は、事業の廃止を視野に入れ、
撤去・廃棄費用として24,300千円/箇所を見込み、太陽光発電施設リース契約の中
で積立をおこなっている。

全体総括

　経営状況は良好である。電力会社により需給バランス維持のための出力制御が
実施されることによる売電収入の減収の可能性が高くなってきている。しかし、
出力制御が実施されたとしても、今までの実績から考えると、収支が赤字になる
ことはないと考えられる。
　また、中長期的に安定した経営をおこなえるよう経営戦略を令和2年度までに策
定する。

ＦＩＴ以外 ＦＩＴ 合計

年間電灯電力量収入（千円） - 116,602 116,602

3,239

太陽光発電 1,171 2,793 3,220 3,240 3,239

合計 1,171 2,793 3,220 3,240

風力発電 - - - -

ごみ発電 - - - -

- - - -

-

-

売電先 地産地消の見える化率（％）※1

-

四国電力 -

年間発電電力量（MWh） H26 H27 H28 H29 H30

水力発電

ＦＩＴ適用終了年月日 電力小売事業実施の有無

-
令和16年6月30日　ぜんつうじ太陽光発電所

令和17年5月31日　ぜんつうじ大麻太陽光発電所
令和16年6月30日　ぜんつうじ太陽光発電所

令和17年5月31日　ぜんつうじ大麻太陽光発電所 無

　売電収入は前年度と同水準を継続している。収益的収支比率は135.6％(前年度
比1.4％増)、営業収支比率は135.5％（前年度比1.4％増）、供給原価28,637.7円
(前年度比296.7円減)、とほぼ前年度数値並であり、安定した経営がおこなえてい
る。

水力発電所数 ごみ発電所数 風力発電所数 太陽光発電所数

法非適用 電気事業 非設置 該当数値なし 電気事業により生じた利益は、市民の安心・安全に資する事業等の推進及び発電所の維持管理等の経費に充てるため、太陽光発電事業基金に積み立てることを基本と
している。積み立てた後、なお残額がある場合には、翌年度に繰り越している。今後も事業運営に必要な財源を確保しつつ、一般会計への繰り出しを通じて住民の福
祉の向上に努める方針としている。

○基金への積立額　34,091千円
　　名称：太陽光発電事業基金
　　目的：市民の安心・安全に資する事業等の推進及び発電所の維持管理等の経費に充てる
○一般会計への繰出額　20,640千円
　　目的：防犯灯等LED照明管理事業
　　※太陽光発電事業基金の一部を取り崩し、一般会計に繰出した後、防犯灯等LED照明管理事業に活用
○翌年度繰越額　541千円

- - - 2

その他発電所数 料金契約終了年月日

１．経営の状況について業務名 業種・事業名 管理者の情報 自己資本構成比率（％） 剰余金の使途について（具体的な使用実績事業を記入してください）
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H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 117.7 130.3 138.8 134.2 135.6
■ 平均値 124.4 118.8 88.8 121.3 123.2

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 117.7 130.0 138.7 134.1 135.5
■ 平均値 324.6 255.4 269.8 247.9 240.1

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 29,248.9 29,778.5 28,020.2 28,994.4 28,697.7
■ 平均値 17,642.5 18,815.8 22,847.9 19,199.0 19,830.4

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 5,922 24,577 34,982 32,098 33,053
■ 平均値 58,539 37,685 2,390 32,739 34,140

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 10.1 12.4 14.4 14.5 14.5
■ 平均値 33.9 31.0 34.7 30.0 30.2

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
■ 平均値 14.6 17.5 14.4 11.8 14.2

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
■ 平均値 109.9 107.3 104.1 136.0 133.5

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
■ 平均値 72.5 75.6 78.8 87.3 82.1

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 10.1 12.4 14.4 14.5 14.5
■ 平均値 13.7 12.0 14.5 14.9 15.2

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
■ 平均値 2.5 0.3 0.3 0.3 0.7

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
■ 平均値 259.0 197.2 181.3 164.9 146.2

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 - - - - -
■ 平均値 - - - - -

H26 H27 H28 H29 H30
■ 当該値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
■ 平均値 100.0 98.2 98.8 98.3 98.7

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし
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該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし

該当数値なし該当数値なし

該当数値なし



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

経営比較分析表（平成30年度決算）
香川県　善通寺市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

39.93 811.14 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cd2 非設置 32,389

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 該当数値なし 59.58 83.10 3,130 19,103 7.94 2,405.92

本市の下水道事業は、平成2年12月から供用を開始
し、未だ管渠の耐用年数を経過していないことか
ら、本格的な更新工事は行っておらず、管渠改善率
は０％となっている。令和2年4月から地方公営企業
法を適用し、固定資産台帳を整備することにより経
過年数ごとの管理を的確に行い、財政上の観点から
も計画的な管渠更新計画を検討していきたい。

2. 老朽化の状況

全体総括

当面の間、地方債の償還が大きな負担となってお
り、H28年度に策定した経営戦略（H29～R8）に基づ
き、計画的な財政運営を図り、安定経営を実現して
いきたい。
また、令和2年度から企業会計方式を導入すること
により、資産、負債及び資本の構成状況等を的確に
把握し、より計画的な財政マネジメントを実施して
いきたい。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

平成３０年度の使用料収入は、有収水量がほぼ横ば
いとなったことにより、前年度と同程度となってい
る。本年度から、資本費平準化債（未利用施設利子
分）の借り入れを中止したが、一般会計繰入金の増
により、総収益は増加した。また、地方公営企業法
適用移行事業費の増額等に伴い、総費用についても
増となった。収益的収支比率は、地方債償還金の減
少もあり、2.08ポイント上昇している。企業債残高
対事業規模比率は、類似団体の平均値を下回ってい
るが、令和３年度が償還ピーク（元金）となってお
り、当分、大きな負担が継続する見通しとなってい
る。今後、大幅な事業拡張は予定しておらず、整備
費は低調となると思われるが、人口減少等に応じて
使用料収入が逓減するものと見込んでおり、厳しい
経営状況が続くものと想定している。

2. 老朽化の状況について
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平均値 84.73 83.96 84.12 84.17 83.35

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【682.78】

【95.20】【58.98】【136.86】【100.91】

【0.23】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。

経営比較分析表（平成30年度決算）
香川県　善通寺市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

39.93 811.14 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法非適用 下水道事業 農業集落排水 F2 非設置 32,389

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 該当数値なし 1.02 102.29 3,130 328 0.34 964.71

農業集落排水施設の供用開始は平成12年4月であ
り、また、公共下水道への接続を予定しているた
め、具体的な老朽化対策を実施する必要性は薄いと
考えている。現時点においては、施設の安定稼働に
努めたい。

2. 老朽化の状況

全体総括

小規模な地域における事業であり、現在維持管理に
主眼を置いた経営を行っているところである。公共
下水道への接続が実現されるまで、H28年度に策定
した経営戦略（H29～H38）に基づき、計画的な財政
運営を図り、安定経営に努めていきたい。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

使用料収入の微減等により、収益的収支比率は昨年
度と比べて2.63ポイント下降した。
300人程度が利用する小規模な地域における排水事
業であり、今後使用料収入が大きく増加することは
期待できない。近年中に公共下水道へ接続すること
を予定しているが、令和12年度まで元金償還が継続
することとなっていること等を踏まえ、施設の安定
稼働を図りながら、規模に応じた経営活動を行って
いきたい。

2. 老朽化の状況について
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平均値 1,161.05 1,081.80 974.93 855.80 789.46
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当該値 51.09 50.54 50.00 50.00 50.54

平均値 44.69 52.31 60.65 51.75 50.68

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H26 H27 H28 H29 H30
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【747.76】

【85.82】【52.23】【261.46】【59.51】

【0.02】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


